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はじめに 

 

八千代市（以下，「本市」という。）のし尿及び浄化槽汚泥（以下，「し尿等」という。）

は八千代市衛生センター（以下，「衛生センター」という。）において処理を行っておりま

すが，施設の供用開始から相当年数が経過しており，各設備機器及び躯体等，随所に老朽

化が進行している状況にあります。 

本市では，令和２年３月に「八千代市一般廃棄物処理施設整備に関する方針」を策定

し，し尿等の処理については，近隣の地方公共団体等との広域処理を優先的に進めることと

しておりました。 

しかし，国が下水道を含む地域の汚水処理の持続可能性確保に向け，広域化・共同化を促

進する「下水道広域化推進総合事業」を平成 30 年度に創設し，千葉県においても，令和３

年１月にし尿等の下水道投入を行う新たな手法の選択が可能であるという見解を示しまし

た。 

このような状況の変化を受け，本市においてもし尿等の下水道投入を処理方法の選択肢

とすることとし，令和３年４月には，千葉県が「し尿等処理場を新設する場合」と「前処理

施設を新設し，希釈したし尿等を流域関連公共下水道へ接続する場合」の概略費用比較を行

い，本市においては「前処理施設を新設し，希釈したし尿等を流域関連公共下水道へ接続す

る場合」が経済的に有利であるとの試算が示されました。 

このことから，本市においても「現処理方法を維持」「広域処理施設への搬入」「流域関

連公共下水道への放流」についてし尿等処理方法の比較検討を行いました。 

本方針は，この比較検討結果を基に，安定的な処理体制の維持等を念頭に，し尿等処理に

関する方針を定めるものです。 
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１．施設の現状と課題 

本市のし尿処理施設である衛生センターは，昭和 51 年に 100 kL/日の処理能力を有す

る施設として竣工しましたが，公共下水道等の普及に伴い，搬入状況の変化が生じたこと

から，平成６年度から平成７年度にかけて基幹的設備改良事業を行い，処理能力を 40 kL 

/日に，また，処理方法を標準脱窒素処理方式に変更し，安全かつ適切な処理を行ってお

ります。 

しかし，施設並びに各設備は維持補修等の適時実施により，安定稼働の維持に努めて運

転を行ってきましたが，供用年数が 47 年を超えており，抜本的な整備が必要となってお

ります。 

 

２．し尿等処理量について 

  八千代市人口ビジョン（令和２年３月）における将来行政人口及びし尿等処理量実績値

等を基に将来推計を行ったし尿等の将来処理量予測を下表に示します。 

 

表１ し尿等処理量将来予測 

  
 

単位：kL/日

合併処理
浄化槽

単独処理
浄化槽

①＝②＋③ ② ③ ④ ⑤＝①＋④ ⑥＝①×1.15 ⑦＝④×1.15 ⑧＝⑥＋⑦

平成29年度 26.4 － － 3.5 29.9

平成30年度 26.7 － － 3.2 29.9

令和元年度 26.7 － － 3.9 30.6

令和２年度 26.6 － － 3.2 29.8

令和３年度 26.1 － － 2.7 28.8

令和４年度 26.4 18.3 8.1 2.3 28.7 30.4 2.6 33.0

令和５年度 26.4 18.4 8.0 2.0 28.4 30.4 2.3 32.7

令和６年度 26.3 18.5 7.8 1.8 28.1 30.2 2.1 32.3

令和７年度 26.1 18.4 7.7 1.6 27.7 30.0 1.8 31.8

令和８年度 25.9 18.4 7.5 1.4 27.3 29.8 1.6 31.4

令和９年度 25.7 18.3 7.4 1.2 26.9 29.6 1.4 31.0

令和10年度 25.5 18.3 7.2 1.1 26.6 29.3 1.3 30.6

令和11年度 25.3 18.2 7.1 1.0 26.3 29.1 1.2 30.3

令和12年度 25.0 18.1 6.9 0.9 25.9 28.8 1.0 29.8

令和13年度 24.8 18.0 6.8 0.8 25.6 28.5 0.9 29.4

令和14年度 24.6 17.9 6.7 0.6 25.2 28.3 0.7 29.0

令和15年度 24.3 17.8 6.5 0.6 24.9 27.9 0.7 28.6

令和16年度 24.1 17.7 6.4 0.5 24.6 27.7 0.6 28.3

令和17年度 23.8 17.5 6.3 0.4 24.2 27.4 0.5 27.9

令和18年度 23.6 17.4 6.2 0.4 24.0 27.1 0.5 27.6

令和19年度 23.4 17.3 6.1 0.3 23.7 26.9 0.3 27.2

令和20年度 23.1 17.1 6.0 0.3 23.4 26.6 0.3 26.9

令和21年度 22.8 17.0 5.8 0.3 23.1 26.2 0.3 26.5

令和22年度 22.6 16.8 5.8 0.2 22.8 26.0 0.2 26.2

令和23年度 22.3 16.7 5.6 0.2 22.5 25.6 0.2 25.8

令和24年度 22.0 16.5 5.5 0.2 22.2 25.3 0.2 25.5

令和25年度 21.8 16.4 5.4 0.2 22.0 25.1 0.2 25.3

令和26年度 21.5 16.2 5.3 0.2 21.7 24.7 0.2 24.9

令和27年度 21.4 16.1 5.3 0.1 21.5 24.6 0.1 24.7

令和28年度 21.1 15.9 5.2 0.1 21.2 24.3 0.1 24.4

令和29年度 20.9 15.8 5.1 0.1 21.0 24.0 0.1 24.1

令和30年度 20.6 15.6 5.0 0.1 20.7 23.7 0.1 23.8

令和31年度 20.4 15.5 4.9 0.1 20.5 23.5 0.1 23.6

↑
実
績
↓

↑
　
推
計
　
↓

備考年度

計画搬入量
計画平均処理量（kL/日）
×月最大変動係数（1.15）

浄化槽汚泥 し尿浄化槽汚泥 合計し尿

計画平均処理量

合計
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３．整備手法の検討 

現在のし尿処理施設は，規模の縮小も含めた基幹的設備改良を実施してきましたが，各

設備の他，建物自体も老朽化が進行しているなど基幹的設備改良のメリットが少ないた

め，下表の４ケースについて，いずれも新規に処理施設や中継施設等を整備することを前

提とし，後述の検討におけるポイントに基づき総合的に検討し，整備方針を定めます。 

 

表２ 処理方法別の処理フロー及び必要施設 

  

  

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

必要施設

・受入れ槽
・前処理設備
・貯留槽
・脱窒素槽
・硝化槽
・二次脱窒素槽
・再曝気槽
・沈殿槽
・高度処理施設
・滅菌、放流槽

・汚泥濃縮槽
・汚泥貯留槽
・汚泥脱水機

・受入れ槽
・前処理設備
・貯留槽
・希釈調整槽

・受入れ槽
・中継槽
・前脱水設備
・貯留槽
・希釈調整槽

・受入れ槽
・貯留槽

処理方法

処理フロー

し尿等搬入

受入れ槽

前処理設備

し渣

貯留槽

希釈調整槽

下水道放流

下水処理施設へ

し尿等搬入

受入れ槽

中継槽

前脱水設備

汚泥

貯留槽

希釈調整槽

下水道放流

下水処理施設へ

し尿等搬入

受入れ槽

前処理設備

し渣

貯留槽

脱窒素槽
硝化槽

二次脱窒素槽
再曝気槽
沈殿槽

高度処理施設

滅菌・放流槽

河川放流

河川へ

汚泥濃縮槽
汚泥貯留槽
汚泥脱水機

汚泥

し尿等搬入

受入れ槽

貯留槽

広域処理施設へ
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４．検討における主なポイント 

⑴ 運転管理・維持管理について 

処理方法別の運転管理・維持管理については以下のとおりとなります。 

ケース①は，生物処理を行うため最も処理が安定的となると考えられますが，必要設

備が最も多く運転管理・維持管理の負担が最も大きくなります。 

ケース②は，必要設備が少なく運転管理・維持管理の負担は少なくなりますが，多量

の希釈水（約 515ｍ3/日）が必要となり，上水と井戸水で確保することとなります。こ

のうち井戸水では約 380ｍ3/日を確保する必要があり，これは，現衛生センターにおけ

る使用水量の約３倍に相当します。井戸は現在と同様に２基体制での運用を想定しま

すが，いずれかの井戸が故障した場合に希釈水を確保することができるか，一時的に大

量の上水を使用する必要が発生するなど，希釈水の確保に懸念が生じます。 

ケース③は，脱水処理を行うことから脱水処理後のし尿等の性質が安定するため，比

較的安定した処理が見込まれます。また，ケース②と同様に上水と井戸水で希釈水を確

保することとなりますが，井戸水については，現在の使用量より少なくなる見込みであ

ることから，希釈水の確保という観点からも安定的な運用を行うことができると考え

られます。 

ケース④は，広域処理施設での処理となるため，他ケースと比較すると，中継施設に

おける必要設備が少なく，運転管理・維持管理の負担は最も小さくなります。ただし，

中継施設から広域処理施設へし尿等を運搬するという負担が発生します。 

 

⑵ 用地確保について 

施設規模から，いずれのケースにおいても現処理施設を稼働させながら同処理施設

敷地内に次期施設の建設が可能であると想定されるため，新たな用地の確保は必要な

いと考えられます。 

 

⑶ 災害時の影響について 

いずれの処理方法においても，災害時に処理施設が被災した場合は，現在と同様に県

内他市町村との広域処理での対応となります。 

なお，ケース①については自施設のみで処理を完結することができるため，他施設の

被災状況に左右されずに処理が可能であるという面においては，他のケースと比較す

ると有利な処理方法であると考えられます。 
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表３ 処理方法別の運転管理・維持管理等の負担比較 

 

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

約1.5～2倍
（※1）

約19倍
（※2）

約7倍
（※2）

不要

生物処理で安定運転
し尿等の性状に

左右される
前脱水で比較的安定 （該当なし）

◎ △ ○ －

　必要施設が最も多く，維
持管理の負担が大きい。ま
た，前処理施設については
油分による目詰まり等に留
意する必要がある。

　必要施設がケース④に次
いで少ないため，維持管理
の負担が少ないが，前処理
施設については油分による
目詰まり等に留意する必要
がある。

　必要施設が少ないため，
維持管理の負担が少ない。

　必要施設が最も少ないた
め，維持管理の負担が最も
少ない。

△ ○ ○ ◎

　し渣は汚泥と混合してご
み焼却施設へ搬出するた
め，臭気漏洩リスクは低
い。また，搬出する汚泥
は，生物処理後に発生する
ものであるため，他のケー
スよりも臭気の発生を抑え
ることができる。

　し渣をごみ焼却施設へ搬
出するため臭気漏洩リスク
が高く，周辺住民へ影響を
及ぼす懸念がある。（し渣
は汚泥と比較して臭気が強
い）

　し渣と汚泥は併せて脱水
処理後，ごみ焼却施設へ搬
出するため，臭気漏洩リス
クは低い。

　広域処理施設へし尿等を
運搬する必要があり，バ
キューム車の運搬数が増加
するため，周辺住民への影
響も増加する。

◎ △ ○ △

現状維持
接続管きょ布設工事による

通行止めの発生
接続管きょ布設工事による

通行止めの発生
バキューム車の移動の増加

○ △ △ △

　フルプラントであるた
め，し尿等の処理を自施設
のみで完結することがで
き，他施設の被災状況の影
響を受けないため，災害時
におけるリスクの軽減が期
待できる。

　下水処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

　下水処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

　広域処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

○ △ △ △

　フルプラントであるた
め，安定的で良質な水質を
確保することができる。ま
た，災害時においては，他
施設の被災状況に左右され
ずに処理を行うことが可能
である。
　ただし，施設数が最も多
く，運転管理・維持管理の
負担は最も大きい。

　施設数が少ないため，現
状よりも運転管理・維持管
理の負担を縮減できるが，
し尿等の搬入水質により必
要希釈水量が変動する可能
性があり，ケース③と比較
すると運転の安定性が低く
なる。

　施設数が少ないため，現
状よりも運転管理・維持管
理の負担を縮減できる。ま
た，し尿等を前脱水して負
荷量を低減させることで，
下水処理施設の流入水量，
負荷量を低減することがで
きるとともに，必要希釈水
量の変動も抑えられるため
比較的安定した運転が見込
まれる。

　施設数が最も少ないた
め，運転管理の負担も少な
いが，委託先の収集業者や
周辺住民への説明，同意も
必要となる可能性が高い。

○ △ ○ △

※1　現在の処理方法における河川放流の際の希釈倍率を想定。

※2　し尿等の搬入水質実績の最大値を基とし，流域関連公共下水道放流基準を満たすために必要な希釈倍率を算定。

※3　ケース①及びケース③において脱水後に発生する汚泥は、八千代市清掃センターでの焼却処理における助燃剤としての役割も期待される。

処理方法

総合評価

必要施設
（処理フロー）

運転管理・
維持管理
の負担

希釈倍率

運転の
安定性

維持
管理性

住民への
負荷

臭気

交通状況

災害時
の影響

し尿等搬入

受入れ槽

前処理設備

し渣

貯留槽

希釈調整槽

下水道放流

下水処理施設へ

し尿等搬入

受入れ槽

中継槽

前脱水設備

汚泥

貯留槽

希釈調整槽

下水道放流

下水処理施設へ

し尿等搬入

受入れ槽

前処理設備

し渣

貯留槽

脱窒素槽
硝化槽

二次脱窒素槽
再曝気槽
沈殿槽

高度処理施設

滅菌・放流槽

河川放流

河川へ

汚泥濃縮槽
汚泥貯留槽
汚泥脱水機

汚泥

し尿等搬入

受入れ槽

貯留槽

広域処理施設へ
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⑷ 施設整備事業費について 

   処理方法別の施設整備事業費（建設費）見込みは下表のとおりとなります。 

   施設整備事業費の算出にあたっての施設処理能力は，令和 15 年度のし尿等処理量予

測から 29kL/日を想定するものとします。 

   社会資本整備総合交付金の活用が見込まれるケース②及びケース③が他の処理方法

と比較して有利となっています。 

 

表４ 処理方法別の建設費比較 

 

  

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

交付金種
（※1）

－
社会資本整備
総合交付金

（国土交通省）

社会資本整備
総合交付金

（国土交通省）
－

交付割合 － １/２ １/２ －

事業債種
一般廃棄物処理

事業債
下水道事業債 下水道事業債

一般廃棄物処理
事業債

起債償還年数
20年

（据置期間：３年）
30年

（据置期間：５年）
30年

（据置期間：５年）
20年

（据置期間：３年）

杭基礎工事費用 45.0 32.5 37.5 31.0
土木建築※2 1,037 799 869 778
機械設備※2 1,000 331 748 315
配管・ダクト※2 146 97 115 87
電気・計装※2 489 240 367 211
経費※2 508 283 401 269
下水道接続管きょ 不要 31 31 不要

上水道管 不要 5 5 不要

井戸の修繕費 8 8 8 不要

建設費分担金※3 不要 不要 不要 897
小計 3,233 1,827 2,582 2,588
交付金対象事業費（百万円） 0 1,819 2,574 0
　交付金（百万円） 0 906 1,284 0
　事業債額（百万円） 0 912 1,290 0
　起債償還額（百万円） 0 1,023 1,433 0
　（うち交付税）（百万円） 0 358 501 0
　一般財源（百万円） 0 0 0 0
交付金対象外事業費（百万円） 3,233 8 8 2,588
　事業債額（百万円） 2,425 8 8 1,268
　起債償還額（百万円） 2,601 8 8 1,362
　（うち交付税）（百万円） 780 3 3 408
　一般財源（百万円） 808 0 0 1,320
市実質負担額（百万円） 2,629 671 937 2,273
耐用年数（年） 26 30 27 29
単年度市実質負担額（百万円/年）※4 101 22 35 78

× ◎ 〇 △

※2　同規模実績に対するメーカーヒアリング値

※3　広域処理施設へ委託処理する場合には建設費分担金が必要となる。

※4　単年度市実質負担額は耐用年数（各項目の費用及び耐用年数の加重平均により算定）により算定。

※5　緑色着色箇所は交付金の対象項目

※6　小計額は小数点以下を四捨五入した値

※7　端数処理の影響により内訳と合計値が一致しないことがある。

※1　ケース①においては，し尿及び浄化槽汚泥のみでなく，その他の有機性廃棄物を併せて処理するとともに，処理に伴い発生する
　 　汚泥等を再生資源化する汚泥再生処理センターとして整備を行う場合には循環型社会形成推進交付金の対象（交付割合１／３）
　　 となるが，別途，その他の有機性廃棄物の処理方法や追加設備の検討が必要となる。そのため，本検討においてはし尿等のみを
　　 処理することを前提とした。

処理方法

交
付
金
概
要

建
設
費
総
額
（

百
万
円
）

建
設
費
市
実
質
負
担
額

評　　価
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⑸ ランニングコストについて 

   処理方法別の維持管理費等のランニングコスト（令和 15 年度見込み）は下表のとお

りとなります。 

   ケース①及びケース③が他の処理方法と比較して有利となっています。 

   ケース①においては，運転管理費が他の処理方法と比較して負担が大きくなります。 

ケース②及びケース③においては，運転管理費の負担が小さくなる一方，下水道使用

料金及び上水道料金の負担が大きくなります。 

ケース④においては，広域処理施設への運営費分担金及び運搬費の負担が大きくな

り，他の処理方法と比較するとランニングコストが最も大きくなります。 

 

表５ 処理方法別のランニングコスト比較 

 

 

⑹ 総事業費について 

将来的にはし尿等処理量が減少することが見込まれていることから，このことを踏

まえたうえで，処理方法別に令和 15 年度から令和 54 年度までの 40 年間を想定した施

設整備事業費とランニングコストを含めた総事業費の経済性比較を行いました。 

総事業費の概算見込みは下表のとおりとなります。 

経済的に最も有利な案はケース③（概算事業費累計：7,499 百万円，１年あたり事業

費：187 百万円）となり，２番目に有利な案はケース②（概算事業費累計：7,607 百万

円，１年あたり事業費：190 百万円）となります。 

なお，２ケースの差額は累計（40 年間）で 108 百万円，１年あたりで 270 万円とな

ります。 

 

 

 

 

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

電力費※1 15 10 12.5 8
薬品費※1 25 12 18 12
補修費※1 39 21 25 21
下水道接続管きょ 不要 0.018 0.018 不要

運転管理委託費※1 32 16 24 16
小計 111 59 80 57
下水道使用料金 不要 70.3 25.8 不要

上水道料金 不要 18.4 18.4 不要

し尿収集委託費※2 31.9 31.9 31.9 31.9
し尿等処理委託費 不要 不要 不要 8.7
広域処理施設への運搬費※3 不要 不要 不要 60.5
運営費分担金 不要 不要 不要 61
小計 32 121 76 162

143 180 156 219

◎ △ 〇 ×
※1　同規模実績に対するメーカーヒアリング値

※2　し尿収集委託費は令和５年度予定額

※3　広域処理施設への運搬費は委託事業者からの見積額

※4　小計額は小数点以下を四捨五入した値

維持管理費
（百万円/年）

その他
（百万円/年）

計（百万円/年）

評　　価

処理方法
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表６ 処理方法別の総事業費比較（令和 15年度から令和 54年度まで） 

 

  

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

－
社会資本整備
総合交付金

（国土交通省）

社会資本整備
総合交付金

（国土交通省）
－

－ １/２ １/２ －

一般廃棄物処理
事業債

下水道事業債 下水道事業債
一般廃棄物処理

事業債

20年
（据置期間：３年）

30年
（据置期間：５年）

30年
（据置期間：５年）

20年
（据置期間：３年）

3,233 1,827 2,582 2,588
交付金対象事業債 0 912 1,290 0
交付金額 0 906 1,284 0
起債償還額 0 1,023 1,433 0
（うち交付税） 0 358 501 0
一般財源 0 0 0 0
市実質負担額小計 0 665 931 0
交付金対象外事業債 2,425 8 8 1,268
起債償還額 2,601 8 8 1,362
（うち交付税） 780 3 3 408
一般財源 808 0 0 1,320
市実質負担額小計 2,629 5 5 2,273

2,629 671 937 2,273
2,537 1,095 1,913 980

交付金対象事業債 0 541 950 0
交付金額 0 538 946 0
起債償還額※1 0 507 908 0
（うち交付税）※1 0 177 318 0
一般財源 0 0 0 0
市実質負担額小計 0 330 590 0
交付金対象外事業債 1,903 16 16 735
起債償還額※1 1,852 13 13 703
（うち交付税）※1 556 4 4 211
一般財源 634 0 0 245
市実質負担額小計 1,931 8 8 737

1,931 338 599 737
600 400 500 320

1,000 480 720 480
1,560 840 1,000 840

0 0.720 0.720 0
1,280 640 960 640
4,440 2,361 3,181 2,280
不要 2,226 816 不要

不要 736 691 不要

1,276 1,276 1,276 1,276
不要 不要 不要 272
不要 不要 不要 2,420
不要 不要 不要 2,440
1,276 4,238 2,783 6,408

10,276 7,607 7,499 11,698

257 190 187 292

△ 〇 ◎ ×
※1　設備更新費における「起債償還額」及び「（うち交付税）」はR15～R54年度までの収支を計上しており、

　　 R55年度以降の収支は含んでいない。

※2　同規模実績に対するメーカーヒアリング値を毎年度見込む。

※3　し尿収集委託費は令和5年度予定額を毎年度見込む。

※4　広域処理施設への運搬費は委託事業者からの見積額を毎年度見込む。

※5　小計額は小数点以下を四捨五入した値。

※6　端数処理の影響により内訳と合計値が一致しないことがある。

R15～R54事業費（市実質負担額）合計（百万円）

１年あたり事業費（市実質負担額）（百万円/年）

評　　価

R15～R54
その他合計
（百万円）

下水道使用料金

上水道料金

し尿収集委託費※3

し尿等処理委託費

広域処理施設への運搬費※4

運営費分担金

小計

市実質負担額

R15～R54
維持管理費合計

（百万円）

電力費※2

薬品費※2

補修費※2

下水道接続管きょ

運転管理委託費※2

小計

建
設
費

イニシャル
コスト

（百万円）

事業費総額

交
付
金
対
象

交
付
金
対
象
外

市実質負担額

設備
更新費

（百万円）

事業費総額

交
付
金
対
象

交
付
金
対
象
外

処理方法

交付金概要

交付金種

交付割合

事業債種

起債償還年数
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５．整備方針 

 上述のとおり経済性の観点から比較すると最も有利な案はケース③「流域関連公共下水

道へ放流（脱水＋希釈）」となり，２番目に有利な案はケース②「流域関連公共下水道へ放

流（し渣除去＋希釈）」となりました。 

 今後は人口減少に伴いし尿等処理量も減少していくことが想定される状況であり，処理

量の減少に比例し維持管理費を抑えることができる処理方法が最も合理的であると考えら

れます。 

ただし，ケース②においては，現衛生センターにおける使用水量の約３倍となる多量の井

戸水が必要となり，常時，井戸２基の稼働が必要となります。この場合，いずれかの井戸が

故障した場合に希釈水を確保することができるかなど，希釈水の確保に懸念が生じます。 

 経済性に加え，希釈水の確保及び処理の安定性などの観点から総合的に判断すると，ケー

ス③が最も有利であると考えます。 

また，ケース③については，し尿等を流域関連公共下水道の終末処理場で共同処理を行う

ことから，国や千葉県が推進している下水道を含む地域の汚水処理の持続可能性確保に向

けた広域化・共同化を促進する取り組みの１つとなります。 

 以上のことから，し尿等処理の方針をケース③「流域関連公共下水道へ放流（脱水＋希釈）」

とします。施設配置案は P.13 及び P.14 のとおりとなります。 

 なお，事業実施にあたっては社会資本整備総合交付金における下水道広域化推進総合事

業を活用するものとします。 
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表７ 処理方法別の総合的な比較結果 

 

 

 

６．事業スケジュール 

ケース③「流域関連公共下水道へ放流（脱水＋希釈）」における令和 15 年度からの新施

設での運用開始を想定した事業スケジュール案を次頁に示します。 

なお，現時点で想定しているスケジュールであるため，必要業務や実施時期については，

今後変更となる可能性があります。

ケース① ケース② ケース③ ケース④

現処理方法
を維持

流域関連公共
下水道へ放流

（し渣除去＋希釈）

流域関連公共
下水道へ放流

（脱水＋希釈）

広域処理施設
への搬入

10,276 7,607 7,499 11,698

△ ○ ◎ ×

１号井戸のみ使用した場合
でも希釈水量を賄える

（希釈倍率:1.5～2倍程度）

１号・２号の両井戸
を使用した場合

希釈水量を賄える
（希釈倍率:19倍）

１号井戸のみ使用した場合
でも希釈水量を賄える

（希釈倍率:7倍）
不要

◎ △ ◎ －

　フルプラントであるた
め，し尿等の処理を自施設
のみで完結することがで
き，他施設の被災状況の影
響を受けないため，災害時
におけるリスクの軽減が期
待できる。

　下水処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

　下水処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

　広域処理施設が被災する
と処理不能となる可能性が
ある。

○ △ △ △

　し渣は汚泥と混合してご
み焼却施設へ搬出するた
め，臭気漏洩リスクは低
い。また，搬出する汚泥
は，生物処理後に発生する
ものであるため，他のケー
スよりも臭気の発生を抑え
ることができる。

　し渣をごみ焼却施設へ搬
出するため臭気漏洩リスク
が高く，周辺住民へ影響を
及ぼす懸念がある。（し渣
は汚泥と比較して臭気が強
い）

　し渣と汚泥は併せて脱水
処理後，ごみ焼却施設へ搬
出するため，臭気漏洩リス
クは低い。

　広域処理施設へし尿等を
運搬する必要があり，バ
キューム車の運搬数が増加
するため，周辺住民への影
響も増加する。

◎ △ ○ △

　フルプラントであるため
安定的な処理が期待でき，
災害時におけるリスク軽減
が期待できるが，必要施設
が最も多く運転管理・維持
管理の負担が大きくなる。

　施設数がケース④に次い
で少ないため，現状よりも
運転管理・維持管理の負担
を縮減できるが，大量の希
釈水が必要となるため２号
井戸の修繕が必須となる。
両井戸の現在の使用許可量
（500㎥/日）を全て使用し
た場合においても必要希釈
水量に対して余裕がない状
況となっているため，どち
らかが故障した際に希釈水
が確保できるかが懸念され
る。

　施設数が少ないため現状
よりも運転管理・維持管理
の負担を縮減できる。ま
た，し尿等を前脱水して負
荷量を低減させることで，
下水処理施設の流入水量，
負荷量を低減することがで
きる。希釈水についても，
現在と同程度の井戸水使用
で賄うことができるため，
２号井戸の修繕を行った際
には，どちらかが故障した
場合の予備基とすることが
でき，リスクの軽減かつ安
定的な処理が期待できる。

　施設数が最も少ないため
現状よりも運転管理・維持
管理の負担を縮減できる
が，上記の事業費とは別に
広域処理施設への建設費負
担金が発生し，事業費が最
も大きくなる。

△ ○ ◎ △

希釈水の確保

災害時の影響

臭気の影響

総合評価

処理方法

R15～R54年度
事業費合計
（百万円）
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表８ 事業スケジュール案 

 

1． 方針決定

2． 事業計画等変更（千葉県）

3． 汚水適正処理構想（八千代市）

4． 八千代市印旛沼流域関連公共下水道
　  全体計画

5． 八千代市印旛沼流域関連公共下水道
　  事業計画・都市計画法事業計画等変更

6． 補助事業の要望

7． 一般廃棄物処理基本計画
　 （下水道投入を行う処理フローを記載）

8． PPP/PFI窓口の設置

9． 生活環境影響調査

10．し尿処理施設設置届出手続

11．し尿処理手数料改定

12．施設設計等

13．施設建設工事

14．花見川終末処理場でのし尿等受入れ

15．花見川終末処理場でのし尿等受入れに
　　伴う馴致期間

16．旧施設（八千代市衛生センター）
　　の停止

17．旧施設解体工事

※ 本スケジュールは状況に応じ変動することが想定される。

解体工事

※「8．PPP/PFI窓口の設置」における提案の受領・採否検討は、民間事業者からの提案があった場合に実施。
※「11.し尿処理手数料改定」の条例改正は、周知期間を考慮し、施行の6か月以上前に実施。

馴致期間

建設工事

基本設計 詳細設計

検討 条例改正

工
事

施設設置
届出手続

生活環境
影響調査

窓

口

設

置

一般廃棄物
処理基本計画

概算要望
・本要望

（R12年度事業）

概算要望
・本要望

（R9年度事業）

概算要望
・本要望

（R10年度事業）

令和6年度
まで延伸

令和11年度
まで延伸

広域化事業を
反映した
計画変更

全体計画
変更

汚水適正処理構想

汚水適正処理構想

広域化・共同化

計画
全体計画

下水道法

事業計画

都市計画法

事業計画

1

整
備
方
針
・
計
画
等

詳細検討
費用便益比算定

・方針決定

7 10 1 4 7 101 4 7 10 1 47 10 1 4 7 101 4 7 10 1 47 10 1 4 7 101 4 7 10 1 47 10 1 4 7 101 4 7 10 1 44 7 10

令和１２年度

（2030）

令和１３年度

（2031）

令和１４年度

（2032）

令和１５年度

（2033）

令和１６年度

（2034）

令和６年度

（2024）

令和７年度

（2025）

令和８年度

（2026）

令和９年度

（2027）

令和１０年度

（2028）

令和１１年度

（2029）業務名称
令和４年度

（2022）

令和５年度

（2023）

運用開始

停止

施行

提案の受領

・採否検討
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７．費用便益比の算定  

ケース③「流域関連公共下水道へ放流（脱水＋希釈）」におけるし尿等受け入れ施設の整備事業

においては，社会資本整備総合交付金における下水道広域化推進総合事業を活用することを想定

しますが，当該施設整備事業の事業費が 10 億円以上となるため，社会資本総合整備計画に費用便

益比を記載する必要があります。 

当該施設整備事業における費用便益比の算定方法の概要及び算定結果を以下に示します。 

  

⑴ 費用便益比の算定方法の概要 

   本事業における費用便益比は，「下水道事業における費用効果分析マニュアル（令和５年９月）」

（以下，「Ｂ／Ｃマニュアル」という。）を基に算定します。 

「Ｂ／Ｃマニュアル」に示される手法のうち「現在価値比較法」を適用し，費用（Ｃ：Cost）

は「事業を実施する場合（with）」（＝ケース③「流域関連公共下水道へ放流（脱水＋希釈）」）の

建設費及び維持管理費等を計上し，便益（Ｂ：Benefit）は「事業を実施しない場合（without）」

（＝ケース①「現処理方法を維持」）の建設費及び維持管理費等を計上するものとします。ここ

で計上する建設費及び維持管理費等については，社会的割引率を考慮し，現在価値（令和５年度

価格）に換算するものとします。 

なお，算定対象期間は，ケース①における建設工事開始予定年度である令和 11 年度から，ケ

ース③における流域関連公共下水道でのし尿等受け入れ開始予定年度の 50 年後である令和 65

年度までとします。 

 

 ⑵ 費用便益比の算定結果 

   算定対象期間の最終年度（令和 65 年度）における費用便益比は，下表のとおり１を上回る結

果となりました。 

 

表９ 費用便益比の算定結果（令和 65年度時点） 

社会的割引率 4.0％ 

便益（Ｂ）の総現在価値 5,797 百万円 

費用（Ｃ）の総現在価値 5,124 百万円 

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 1.131 

（令和５年度価格）       
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